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日 時： 平成３０年９月２５日（火） 午後１時３０分から午後３時３０分まで 

場 所： 市庁舎３階 大会議室ＡＢ 

委員出席者： 廣田委員（会長）、佐々木委員（副会長）、田中委員、相原委員、 

清水委員、小川委員、金子委員、田村委員、酒井委員、君塚委員、 

田所委員、細川委員、越智委員、小池委員 

（欠席：橋本委員） 

 

事務局出席者： 遠山政策経営部長、内海政策経営部次長、江川政策経営部副技監、 

奥山政策経営部主幹、渡部副主査、大山副主査 

 

議    事：前期第 2次実施計画・第 2次アクションプランの進捗について  

習志野市後期基本計画策定状況について 

その他 

  

議 事 録：  

前期第 2次実施計画・第 2次アクションプランの進捗について 

廣田会長）   これらの資料のデータ収集については、２７、２８年度ともに同じ方法を

取っているという前提でよろしいか。 

政策経営部主幹） 収集の方法は同じである。事業を所管しているそれぞれの課に照会して実

績を報告いただいている。 

廣田会長）   「1-2-3 就労環境の充実」について、１８％に対して９％と半減している

ということで大きな差だと思うが、その要因についてどのようなことが

考えられるか。 

政策経営部副技監）要因ということで御質問であるが、担当課としては、指標を「ふるさとハ

ローワーク習志野」の利用者の就職率を捉えて結果を出した。具体的に

今の段階では分析しきれていない。 

廣田会長）   団塊の世代が一気に就職活動を始めた等、いろいろ要因が考えられると思

うが、差が大きいので慎重にお願いしたい。 

政策経営部長） 正確な数値は記憶していないが、一般的に雇用環境はここ数年向上してい

るという数値があったと思う。ふるさとハローワークを経由しなくても

雇用に結びついているというケースもいくらかはあると思う。ただ半減

ということであるので、それが全てとは考えられないと思う。就労関係

の全体的な向上というのも数値の結果に繋がっているのではないか。 

小川委員）   評価表について、実効性のあるものにしていくということで、ただ単に上

がっている、下がっているや進捗しているだけでなく、中身がとても大

事だと思う。「3-2-2 学校教育の向上」について、これを見ると、目標ま

でには数値は行っていないが、ほぼ８０％以上になっており、よい数値
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を示していると思う。ただ、行くのが楽しいと感じる等、良い面は良い

が、楽しいと感じていない子どもたちの分析は、現場との連携を取った

りしながら行っているのか。 

政策経営部副技監）今の御質問に関して、担当課の見解を確認していない。ただ、小川委員の

お話の前段で実効性のある、結果を見ていかないといけないという点に関

して、事務局として、対応としてこういうことが考えられる、その前の原

因はこういうことだということを次回以降は取り入れて、もう少しわかり

やすく、より実効性のある評価ができる形に努力はしたいと考えている。 

酒井委員）   ハローワークの利用者自体は増えているのか。利用者は増えているのに、

就職率は減っている状況なのか、それともそれ自体が減っているのか。 

政策経営部副技監）評価シート「1-2-3 就労環境の充実」の評価の欄を見ると、平成２９年度

の取組においては「ふるさとハローワーク」の利用者の就職率の指針を見

直した中で、「ふるさとハローワーク習志野」の利用者も「少しずつ増え

ている」と確認している。 

酒井委員）   多分、年齢分布と求人を出している年齢と実際に利用している人の年齢が

違ったり、単純に利用者だけで考えてしまうとこういうことが考えられ

るかなと思うので、この辺りは詳しく調べていただいたほうが良い。

「1-1-3 高齢者支援の推進」は、率が下がっていればということで、あま

り引きずられてしまうと、本当は介護の認定を受けたいとか、受けるべ

き人を認定しないようなバイアスの掛かったような形にならないように、

気を付けていただきたい。１４.５％から１５.５％であるが、転入者が

高齢の方が多いとかいろいろなことが考えられるので、数字だけに引き

ずられないようにしていただきたい。 

相原委員）   総合戦略の中で「２０歳代の転出者を減らす」とあるが、実際に２０歳代

の方だけを対象としているのか、家族全体をきちんと調査した上で分析

しているのか。 

政策経営部主幹） ２０歳代の転出者数を単純にカウントしている。 

相原委員）   中間管理職の両親の転勤がちょうど増えてくる頃だとも思う。一緒に行か

ざるを得ないということも想定されることから、単純に増えた、減った

というよりも、動き方として家族全体で移動しているのか、子どもだけ

が親と離れて結婚するために東京に行くとか、そういう状況を分析して

ほしい。 

政策経営部副技監）数値だけに着目するのではなく、その中身の検証の仕方をいろいろな考え

方を持って分析しようという御指摘は、真摯に受け止め、今後の評価の中

で活かしてまいりたい。 

佐々木副会長） 「2-1-5 交通安全の推進」について、公立の幼稚園や保育園が私立化され

て、私立化された分の回数が減ってしまうから、少し数値を下げたと説
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明していたと思う。私立化された幼稚園、保育園は交通安全教室を把握

していないということか。 

政策経営部主幹） こちらの数値は、設定として市立の保育所等を対象とした目標値を設定し

たのだが、結果としては、公民館や町会等から交通安全教室をやってほし

いという要望があり、それに対応したことから、目標値よりも上回ったと

いうことになる。 

佐々木副会長） それは素晴らしいことだが、幼少期の交通安全の教室に私立も公立もない

と思うので、私立化されてしまったからカウントしないのではなく、実

施するように要請してほしいし、数値も上げるようにしてほしいことを

担当の部署に伝えてほしい。 

政策経営部副技監）担当課に再度確認し、差があるようであれば、差をなくすよう依頼する。 

田所委員）   「2-3-3 公園・緑地整備の推進」について、地域で開発が進んでおり、小

さな公園はあるのだが、皆さんが遊べるようなスペースがないところも

多い。大きな公園は地域によってはあるが、私の住んでいる鷺沼台には

人が集まれるような大きな公園はない。小さい公園ばかりたくさんあり、

建築をする際に公園を作らないといけないという決まりがあるのかもし

れないが、一つにまとめてほしいとも思ってしまう。何かあれば袖ケ浦

まで行かなければならない。パターゴルフをやることもできないくらい

の小さい公園など、公園が増えていったと言うが、使い道のない公園で

はないかと思う。その点はどのようにお考えか。 

政策経営部副技監）公園に関して、開発で小さな公園が増えているのは、田所委員の認識のと

おりだと思う。大きなある程度規模を持った公園が、鷺沼台には身近にな

いということであるが、地域の方にとっては切実な問題だと考える。公園

であるが、数値的には市全体の公園に対しての整備率は約６９％である。

逆に言うと３１％がまだ整備がされていないということになる。御指摘い

ただいた、ある程度広さをもった公園に関しては、整備が未了のところも

あり、面積についても大幅に増える傾向にはないと考える。公園の所管は

都市環境部公園緑地課である。公園緑地課でも計画は持っている。今後整

備をする予定であるので、御認識をよろしくお願いしたい。 

金子委員）   「2-1-2 防災の推進」について、地震があって避難した時に、食料や水は

全人口の３日分くらい備蓄されているのか。実際に何かあった時に、組

織はあっても人を救えないのでないかと思う。 

政策経営部副技監）手元に備蓄量に関しての資料がなく、この場では申し上げられないが、各

自主防災組織が組織されていて、各地域に防災倉庫がある。私も自分の担

当している地区を見ているが、非常食、水、機器関係が備わっている。あ

る程度、地区の人数の目安に応じた数値を捉えて配備されていると思うが、

後ほど担当課に確認して、後日回答させていただきたい。（※１） 
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清水委員）   同じく「2-1-2 防災の推進」について、自主防災組織の組織率を上げると

いうことであるが、自主防災組織は増えることはあると思うが、減ること

はあまりないと思われる。数値の数え方を教えていただきたい。 

政策経営部副技監）数え方は把握していない。ただ、数値がどのような意味合いを持つかの点

に関して、担当課に確認したところ、町会に加入しない世帯が増えてきて

いる。その点を踏まえると、この率も中々上がっていかないと考えている。 

清水委員）   確かに「町会に入っていない＝自主防災組織を作っていない」となってい

る。といって、防災等に関係ないというわけでもなく、町会とは別に組織

を作らなければいけないというのが議題に上がっている。しかし、その主

導をとってくれる方々が中々いないので、町会としても組織ができないと

いう形になっている。加入率を上げたいというのが目的であれば、町会と

は関わらない別の防災組織を考えていただきたいので、その辺は今後よろ

しくお願いしたい。 

「2-1-1 危機管理の推進」については、防災訓練等も含めて、ポスター掲

示を全く見ない。 

町会等に説明に来ていただいているが、説明だけでは一部の人にしか伝わ

らず、興味はあるが、役員にはなっていないという方々は町会掲示板しか

見るところはないので、実施したことを後から言われるパターンが多い。

増やしたいということであれば、掲示板を使ったＰＲをしていくべきだと

思うのだが、どのようにお考えか。 

政策経営部副技監）今回、研修の参加人数は５００人ということで、良い結果が出ているが、

今御指摘いただいた内容を考えていかなければ、この人数がどんどん減っ

ていくということは当然考えられる。今委員からあった御指摘については

担当課に伝えて、しっかりＰＲをやっていかないと、結果として今現在増

えている人数がいずれ減っていくことも考えられるので、しっかりやるよ

うに伝える。 

清水委員）   年々、自主防災組織の高齢化が進んできており、若い方の取入れをどうす

るのかをメインに考えていっていただければと思う。 

「2-1-2 防災の推進」について、防災行政無線のデジタル化の局数を増や 

すということであるが、数値的には増えてきている状態であると思うが、

実際にはかなり聞き取りづらい現状がある。局数を増やすのは同じ大き

さのスピーカーでやっていれば、デジタルでもアナログでも聞き取りづ

らいのは一緒であるが、もう少し小型にして、多様にしていただきたい。

聞こえ方に関してスピーカーに対する考えはあるか。 

政策経営部副技監）御指摘の点について、聞こえづらいというお話はあらゆる場で聞いている。

この点に関して、担当課もいろいろ苦労して対応を考えているようだが、

まだ抜本的な対応には至っていないと認識している。その中で、今現在こ
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ういったもので対応するというのは、この場では申し上げられないが、小

型化して、もっと分散してやるというのも一つの手法だと思うので、担当

課に検討するように伝えておきたい。 

田村委員）   「3-4-1 男女共同参画社会の実現」について、ＤＶの被害経験が過去に

「何度もあった」、「１～２度あった」ということであるが、平成３０年

度の調査票が、たまたま私のところにも来たので答えたのだが、１つ１つ

答えるのが難しく、何の目的なのか、何を調べるためにこの質問があるの

かというのが、わかりにくい気がした。「何度もあった」とあるが、例え

ば、何十年も結婚生活をパートナーと過ごしていて、過去に１回くらいは

あったというのと、頻繁に受けているのとは全然違うと思う。基準値の４

３.８％というのは、受けたことがあるという人が４３.８％ということな

のか。またこれを下げていくというためには、また何年後かに調査して、

その時に下がっていたから良かったで終わるのか、そのための対策とか受

け入れ態勢とかはお考えか。 

政策経営部主幹） ４３.８％はＤＶの被害経験が過去に「何度もあった」、「１～２度あっ

た方」を合わせた数になる。 

政策経営部副技監）何十年の結婚生活の中で１度あったものなのか、頻繁にあったものなのか、

頻度を考えると、この数値が高いものなのか判断することは、なかなか難

しいことだと今の御意見で受け止めさせていただいた。アンケートの話に

ついて、意識調査をする上で目的を持って、どういったことを把握したい

のかを担当課として設定していると思うので、わかりやすく、情報収集し

やすいように、かつ回答する方がなるべく考え込まないで書けるような形

でできるように意見があったということを伝えておきたい。 

越智委員）   ４３.８％と書いてあるが、これはアンケート調査で何人かやった中での

割合なのか。市民全体で４３.８％といったら大変なことになる。調査し

た基準値がないと理解できない。 

政策経営部副技監）今おっしゃった御見解もあろうかと思う。次回このような数値を載せる場

合は対象とした方はどういう方で、その上でどのように数値を出したのか

を付け加えて補足したいと思う。次回以降はそのような形で対応したい。 

小池委員）   「3-1-1 子育ち・子育ての支援」について、保育所・こども園の定員数を

増やすということで、数字を見れば増えているし、評価もみんなＡで、そ

れはそれで結構なのだが、市民の感覚からいうと、それでどうなのかとい

うことである。習志野市では待機児童が何人いるのか、近隣の自治体と比

べて多いのか少ないのか、県内ではどれくらいか等々が市民の関心だと思

う。本当は待機児童の目標値はゼロ、定員数を増やしているけれども、今

現在の数値はこうである。という話になれば市民にわかりやすいと思う。 

政策経営部主幹） 確かに、こちらの数値を見ただけではわかりづらいかもしれない。 
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こちらは子ども・子育て支援事業計画の中で上げている数値であり、意識

調査の結果、必要数というのがあり、それに対して確保数というのを計画

の中で設定している。平成３１年度に３,１２３人という数値を設定して

いる。３１年になれば、必要とされる定員を３，１２３人確保できる保育

所が整備されるので、待機児童ゼロが達成できるという指標となっている。 

廣田会長）   小池委員の御発言の中には、県内での比較等もあった。５年前くらいに私

が調査した時には、県内では習志野市は断トツに高い数字だった覚えがあ

る。今はどうなっているかはわからないが、他市と比較することはひとつ

の目安になると思うので、御考慮いただければと思う。 

酒井委員）   全体を通して、特に重要業績評価指標になるが、ここで下回った理由がい

くつかあり、すぐに対策が浮かぶものもあるが、そうでないものも結構あ

ると思う。特にこれは困るというものはどれか。手の出し方がわからない

ものはあるのか。 

政策経営部副技監）御指摘の数値・結果を捉えて、今後どうしたら良いか、方策が見つからな

い、手法が見つからないというところまでは確認しきれていない。 

ただ、施策評価表は、本日の審議会の中であらゆる御意見をいただく中で、

もう少し足していかなくてはいけないところもあろうかと考えている。 

今おっしゃったことに関しても、結果を見て次にどうするのかというのが

重要なことになってくると思う。このシートに示せるような工夫を今後検

討していかなくてはいけないと考えている。 

廣田会長）   年々この評価シートは見やすくなって、本質的なことが付け加えられてい

ると思う。本日の御意見で、一層意味のあるシートにしていただければと

思う。 

【回答が保留となっていたものについて】 

（※１）防災倉庫の備蓄量は、市全体で、サバイバルフーズが１０,２４２

缶、アルファ米が１０,０００食、ビスケットが４,９２０食、水が２,７４

２本となっている。（備蓄量は、何日分という想定には基づいていない） 

 

 

習志野市後期基本計画策定状況について 

田中委員）   資料２－２の１の「財源確保を念頭に置いた『費用対効果』を構築して、

公有資産の有効活用等、直接的な手法に留まらず、施策の展開によっ

て・・・」のところがよく理解できない。具体的に解説していただきたい。 

政策経営部副技監）記載のとおり、直接的な手法というと、土地等を売り払って財源確保する

等が考えられる。加えて、施策の展開によって、副次的な財政効果、経済

の好循環を考えると、国交省でインフラストック効果ということでいろい

ろなものをＰＲしていると思う。インフラの整備によって経済の好循環、
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インフラストック効果が得られると考える。 

具体的な例では、この前完成した外環道、それにより経済活動を活性化し、

それによってより豊かなものになっていく。あるいは、首都高速で言えば、

中央環状線ができて渋滞が５０％減少したが、それ以上に車の利用がもっ

と減ったという見解もあった。 

こういった、直接的に物を作ることで得られる物ではなく、その後に発生

する状況を踏まえて、経済の好循環や将来負担の軽減等に施策の展開によ

って、その先にもたらされるものを考えながら、行財政を確実なものにし

ていくということである。 

田中委員）   早く道路を繋げていただきたい。 

越智委員）   ６番目の「成果指標の設定」について、さきほど２０歳代の「奏の杜」の

移住が落ち着いてきたから少し下がったとの説明があったが、その設定で

あるが、マンションができてくればまた再び上がる。しかし、それは自然

的な要因ではなく、特殊な要因だと思う。 

マンションが増えていくなら良いが、その後の数値目標の設定は、その辺

りをよく分析して設定していただきたい。 

小池委員）   ３の「プラットフォーム・ビルダーへの転換」、成果指標の中の「アウト

カム指標」という片仮名の言葉がよくわからない。英語を使うことは悪い

ことではないが、英語と日本語の意味のずれは必ずあるし、誤魔化しがあ

ったりする場合がある。なるべくそれ相応の日本語で、誰でもわかるよう

な表現にするべきだと思う。 

政策経営部副技監）「プラットフォーム・ビルダー」は、国の資料に載っているものである。

その資料の説明を見ると、従来のスタイルでは、行政はサービスを提供す

る「サービスプロバイダー」だったが、これからの時代は行政だけででき

ることが限られてくるので、「公・共・私」それぞれが手を取り合い、協

力し合っていろいろなものに対応していかなくてはいけない。そう考えた

時に、活動の場・土台を作っていくのが新たな行政の役割だということで

ある。「プラットフォーム」は土台、「ビルダー」は作り上げるという意

味で、「プラットフォーム・ビルダー」という言葉が出来ていると思う。

しかし、御指摘のとおりわかりづらいと思うので、補足で説明を付け加え

なければと思う。 

アウトカム指標のアウトカムについては、アウトカムとアウトプットがあ

り、プットというのは内から外へ押し出す、カムというのは外から内に来

るという意味である。アウトカムは、我々行政が施策をやった時に、自分

たちであることをやることによって市民の方々の参加人数が増えた等、外

から来る効果をアウトカムという意味だと私は認識している。内部的な数

値や効果を示すのではなく、内部から押し出した結果、外で行われる実績
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を示したものがアウトカム指標と捉えて考える。 

小川委員）   アウトカムというとロジックモデルを思い出してしまう。何のためと考え

た時に、市民に返していくという実行性の部分だと思う。実態を知らずし

て、いくら机上論でアウトカムを進めても、外から返ってこないのではな

いのかと思う。会議ばかり増やすような結果にならないように、ぜひその

点を御留意いただきながら進めていただきたい。 

君塚委員）   成果指標の設定のほかに大きく５項目あるが、後期基本計画はこの５項目

に沿った形で具体的にいくつか議論点があるのかと思う。 

どういう作り方を具体的に示しているのか、今までと同じ形で表題毎にや

るのか。今まではテーマ性がなくて、どこに何が書かれているのかわかり

づらく感じたが、今回はパッと見た感じで思うのが、財政との費用対効果

だと思う。私ども金融機関がしっくりくるお話である。どういう項目が想

定されているのか、教えていただきたい。 

働き方改革とか現実としてあるので、５番の「次代を担う職員の参画促進」

は非常に良いことだと思う。費用対効果と若い方の参加というのが、今ま

でなかったものだと思う。素案の段階で良いので、具体的に後期基本計画

で考えられているのか。差し支えなければ、この２項目について、具体的

にどういう議論があるのかということがわかれば教えていただきたい。 

政策経営部副技監）どういった形で後期基本計画を構成していくのかという御質問だと思うが、

現行の基本構想を引き継いだ中で後期基本計画を策定してまいりたい。施

策の体系は基本的にはほとんど変えない、変えられないものもあると考え

る。 

ただ、ここに示した６つは重点的に考えなくてはならないことを掲げてい

るので、後期基本計画の中で、従来の前期基本計画から引き継いできた施

策の体系があることに加えて、特筆すべき点においては、新たなグランド

デザインや戦略として組み込むことはできないかと考えている。 

時代、時代変わっていくので、今現在課題になっていること、今後課題に

なるであろうもの、いろいろなものがあると思う。その都度、時代に応じ

て、計画策定時点において的確に物事を捉えていかなくてはいけないと考

えると、前期基本計画の構成のままでは、後期基本計画は作り上げられな

いと思っている。 

次期総合戦略に関して、国から具体的な通知が出ていないが、恐らく近い

うちに出てくると思う。考慮しながら後期基本計画策定に活かしてまいり

たい。 

費用対効果に関しては、基本的な方針の１に掲げているが、今回この点が

十分でなかったと認識している。 

実施計画の評価においての費用対効果も当然そうであるし、基本計画策定
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においても財政的な効果の検証ができるような指標的なものを組み込むこ

とができないか、担当課にて研究を進めているところである。 

他の自治体でも同じような悩みを抱えていると聞いている。この点につい

ては近隣の自治体にも聞き取り等を行い、よりよい方法があればそれを参

考にしながら、財政的な見解を持った費用対効果を組み込めるように研究

を進めてまいりたい。 

相原委員）   前々から心配しているのだが、私が議員になったときは一般会計が５１５

億円くらいだったと思う。ここ７年間で６００億円を超えて、あと５年し

たら７００億円になってしまうのではないかとも思う。 

施策が増えれば増えるほど、人も必要であり、それに携わる経費も必要に

なってくる。その中で財源確保と考えたら何が財源になるのか、ただ土地

があります、売りますでは、あっという間に財源が枯渇して全て借金に回

っていくしかないと考えると、もう少し長いスパンで見ないと７００億円

が８００億円になっていくと思う。 

これは習志野市だけの話ではないと思うが、施策をある程度見極めて、民

間にできるものは民間でしていかないと、全てをやっていこうという気持

ちはとても良いと思うが、お金ありきの施策を進めていく話を書いている

ので、早めに手を打っていかないといけない。誰がそのお金を払うかとな

ったときに、今の子どもたちに負担をかけたくないという中でやっていな

がら、最終的に全部次の世代の人たちが払うことになってしまう、その辺

も留意して計画を立ててほしい。 

 

その他 

政策経営部副技監）次回の長期計画審議会については、平成３１年２月４日（月）午後１時３

０分から開催を予定している。開催日が近づいたら、改めて通知する。 

また、先ほどの後期基本計画の関係で、資料２－３を添付している。市民

意識調査と大学生意識調査について、こちらに記載した内容で近日中に実

施する予定である。 

廣田会長）   習志野市の場合、千葉工大、東邦大、日大と二十歳前後の学生意識がとて

も重要な指標になってくると思う。大学においては、アンケートの取り方

によって大きく偏りが出てきてしまうので、配布の際には各大学に御協力

いただけるよう、慎重にお願いしたい。 

        最後に全体を通して御意見があれば承りたい。 

酒井委員）   アンケートの件で人数について、当大学内にそんなに習志野市民はいない。 

具体的にこれくらいは習志野市民が良いというような、要望があるのでは

ないかと思う。そうでないと、ランダムに出して全て東京の人ということ

にもなってしまいかねないので、詳しい対象を書いていただけたらありが
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たい。学年や学部等、なるべく均等にはするつもりである。よろしくお願

いしたい。 

政策経営部副技監）御提案に感謝する。今の内容を詰めて、条件を一つひとつ整理して、後ほ

どお願いしたいと思う。よろしくお願いしたい。 

 

以上 

 

 

 


